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Q１. 公募は今年度中に何度行われる予定か。 

○ 今年度は今回募集分で終了します。（予算の上限に達する見込みのため） 

 

Q２. 本事業は R8 年度以降も継続されるのか。 

○ R8 年度以降も継続するかどうかは、今後の予算要求の中で調整していくことに

なるので、現時点では R8 年度以降の事業継続の可否はお答えできません。 

○ ただし、本事業は、F-REI と地域の連携促進が期待されるモデルケースを実施し

ていただくという趣旨であることから、基本は単年度で実施できる事業を実施い

ただくことを想定しています。 

 

Q３. 今年度の事業内容を踏まえつつ、次年度に向けて関係団体と協議を進めてもよい

か。 

○ 本事業は、F-REI と地域の連携促進が期待されるモデルケースを創出いただくと

いう趣旨であることから、基本的には単年度で連携促進に繋がる取組を企画・検

討いただきます。 

○ R8 年度以降の動きについては、R7 年度の事業実施内容等を踏まえつつ検討して

いくことになるため、現時点ではお答えできません。 

 

Q４. 複数年に渡って選定される可能性はあるのか。その場合の限度はあるのか。 

○ 仮に複数年での事業を計画していたとしても、単年度毎の契約となります。 

○ なお、R8 年度以降については、今後の予算要求の中で調整していくこととなる

ため、現時点では R8 年度以降の事業継続の可否はお答えできません。 

 

Q５. サポート事業では類似事業で３年間が限度というルールの設定があるが、何故本

事業では複数年にわたって選定されないのか。 

○ サポート事業は、補助事業であり、事業主体側が考える事業期間に応じて複数年

の事業継続を認めていますが、本事業は県からの委託事業であり、委託の趣旨か

ら、単年度で連携促進が期待される事業を企画・提案いただくようお願いしま

す。 

 

Q６. １団体１件という制限はあるのか。 

○ 企画提案回数の制限はありませんが、より多く地域と様々な形での連携促進に

繋げていきたいため、同一団体から同一内容での複数回の応募については想定

していません。 

 

Q７. 複数の企業が共同で参加することは可能か（コンソーシアム等）。 

○ 共同事業体（共同体協定書等を締結している者）での参加も可能です。その他、

参加資格要件については、募集要領に定める予定です。 

○ 共同事業体で参加される際は、共同体協定書（任意様式）を提出いただきます。 

 

Q８. 他の補助金等との併用は可能か。 

○ 他の補助金等との併用は可能ですが、委託事業の経費内訳については成果品の

検査時に確認します。なお、補助金によっては、他の財源との併用不可のもの

もあるため、改めて補助金交付要綱等を確認してください。 
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Q９. 企画内容について、事前に F-REI との調整を終えておく必要はあるのか。 

○ 企画内容について、企画提案者側が事前に F-REI と調整を行う必要はなく、企

画提案内容について、県、福島イノベ機構が仲介・サポートを行います。企画

提案書提出以降の調整の流れは以下のとおり。 

① （企画提案者→県）公募スケジュールの企画提案書〆切までに提出 

② （県→F-REI）   企画提案書を送付 

③ （F-REI→県）   企画提案内容に対する意見出し 

例：イベントの回数や開催時期、F-REI 側の規則等への 

抵触の有無等 

④ （県）      F-REI 側からの意見を踏まえ、書面審査を実施。 

⑤ （県→企画提案者）書面審査結果を通知 

⑥ （県・企画提案者）書面審査結果通知後、F-REI 側からのコメントを踏まえ 

た仕様書協議を実施。（結果通知後、1 週間以内目途） 

⑦ （県・企画提案者）仕様書協議が整い次第、順次、契約締結 

 

Q１０. 企画提案書において、例えば講師として招聘したい F-REI 研究者の方の記載

ぶりは「○○分野の研究者」等で差し支えないか。 

○ 差支えありません。どの分野の F-REI 研究者等を想定しているかが分かるよう

に表記をお願いします。 

○ ただし、F-REI との調整の結果、想定した研究分野の F-REI 研究者が招聘され

ないこともありますので、予めご承知願います。 

 

Q１１. 募集テーマのうち、複数のテーマに跨る企画になる場合は、１案件で複数へ

の応募は可能か。 

○ 複数のテーマに跨っての応募は想定していませんので、いずれか１つのテーマ

での応募をお願いします。例えば、テーマ１の企画提案の中に、テーマ３の内

容が含まれていても、１つの企画として提案をお願いします。 

 

Q１２. F-REI の了承が得られない場合、採択されないこともあるか。 

○ 県、福島イノベ機構が実現に向けて仲介・サポートしますが、F-REI において

実施不可と判断した場合は、採択とはなりません。 

 

Q１３. 応募した事業が採択されなかった場合、次の公募にエントリーすることは可

能か。 

○ 今年度は今回募集分で終了します。 

 

Q１４. F-REI との連携が内容に含まれていれば、既存事業でも提案可能か。 

○ 既存事業において、F-REI との連携促進が期待できる内容であれば、既存事業内

での提案も可能です。ただし、同一年度内で同一項目に対して委託・補助を実施

することはできないため、会計区分をしっかりと整理していただくともに、仮に

既存事業内から提案いただく場合、既存事業の交付要綱等を改めて確認いただい

た上で、企画・提案をお願いします。 

 

Q１５. F-REI という言葉が入っていれば、事業の対象となるのか。 
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○ 本事業は、地域側が F-REI と連携した取組を行うことで、F-REI と繋がるきっ

かけとなるモデルを作っていくことを趣旨とするため、F-REI というキーワー

ドを入れるだけでなく、F-REI とどういった取組をしていくのかについて企画

提案をお願いします。 

 

Q１６. F-REI と連携して、県外で実施するイベントも対象になるか。 

○ 対象となります。 

 

Q１７. 採択された事業を別の事業者に再委託することは可能か。 

○ 再委託をすることは可能です。ただし、再委託する場合は、事前に県に申請の

上、県から承認を得ることが必要になります。 

 

Q１８. 営利目的の事業であっても、対象事業となるのか。 

○ 本事業は、F-REI と地域との連携を促進する取組を対象とするため、営利を目

的とする事業は委託事業の対象とはしません。 

○ なお、将来的に販売収入を見込んだコラボグッズの製作や、事業収入を見込ん

だ体験・研修ツアーなどは対象となり得ますが、委託事業の範囲については以

下を基本とした上で、具体的な事業費の計上可否は契約時に別途協議を行いま

す。 

○ 例えば、コラボグッズについては、委託事業の範囲とするのは、製作に係る経

費（試作費、デザイン費）や販売促進経費（イベント出展、プロモーション経

費）のみを想定。 

○ 旅行会社等が企画する体験・研修ツアーについては、必要となる経費（人件

費、物件費）は対象としますが、事業収入については対象としません。また、

アルコールを含む飲食代は一部参加者の自己負担とするなどを検討ください。 

 

Q１９. 本事業で制作した成果物について、販売することを予定しており、その利益

は寄付金や活動実費への充当を予定しているが、この場合は営利目的（＝対象外事

業）となるか。 

○ そのような取扱いとする場合は、営利目的には該当しないと判断します。 

 

Q２０. 委託契約は、概算委託契約※となるのか。 

○ 例えば、契約締結までに講師として招聘する F-REI 職員が決定せず、旅費等の

事業費が確定しない時は、概算委託契約とする場合があります。 

※概算委託契約…契約時に金額が確定できない場合に、概算見積額をもって概算で

契約するもの 

 

Q２１. 概算払いは可能か。 

○ 本業務の委託契約については、原則として精算払いを想定しており、県による

委託業務完了検査に合格した後、額の確定通知をもって、委託料の支払請求を

していただきます。この時、領収書の提出は不要です。 

○ なお、契約に当たっては、概算払いの必要性を個別に判断し、「概算払いも可」

との項目を契約書案に盛り込む場合もあります。 
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○ また、事業計画が変更となった場合は、速やかに委託契約の変更手続きを行う

とともに、仮に概算払いにて契約金が支払われている場合、精算時に契約金額

の返還もしくは、精算にて対応します。 

 

Q２２. 任意団体は応募可能か。 

○ 法人格を持たない団体でも、事業へ参加申込みすることは可能です。参加申込

書提出時に必要な書類を提出いただきます。 

 

Q２３. 自治体、教育委員会、小・中・高校（教育機関）は応募可能か。 

○ 地方公共団体同士の委託契約については地方自治法 252 条に定められているとお

りであり、当事業についてはその規定に当てはまらないと判断しています。地方

公共団体の一機関である教育委員会が所管する公立学校も同様です。学校法人が

運営する私立学校はこの限りではありません。 

 

Q２４. 企画提案者が県内の企業・団体であれば、取組への参加者が県外の者でも対

象となるのか。 

○ 本事業は、地域側が F-REI との連携した取組を行うことで、F-REI と繋がるき

っかけとなるモデルを作っていくことを趣旨とするため、取組への参加者が県

外の方でもその趣旨に沿った企画提案であれば対象とします。 

 

Q２５. 浜通り地域等とそれ以外で委託金額の上限が異なる理由は。 

○ F-REI は、設立直後から浜通り地域等 15 市町村において、市町村座談会を開催

してきている他、法定協議会の構成市町村も浜通り地域等 15 市町村であること

から、地域との連携として様々な取組の組成を期待するのがまずは浜通り地域等

であることから、異なる上限額を設定しています。 

 

Q２６. 委託金額の上限の判断基準となる「主たる事業実施場所」は、実施時間・積

算額等、どういったものを基準にしているか。 

○ 実施場所が 15 市町村とそれ以外の市町村の複数に及ぶ場合、実施時間や積算額

で按分した割合が概ね６割以上となる場所を「主たる事業実施場所」の基本的な

基準とします。 

 

Q２７. 対象とならない経費は。 

○ 対象とする経費は、F-REI と連携促進に繋がる必要な経費であり、企画提案者

側の通常の活動にかかる経費は対象とはしません。 

 

Q２８. 受託者側の職員人件費及び一般管理費（事業費の XX％等）を事業費として

含めることは可能か。 

○ 委託金額の上限を超えない範囲で、企画提案事業に必要な経費を計上するようお

願いします。 

○ なお、前述のとおり、企画提案者側の通常の活動にかかる経費は対象となりませ

ん。 

 

Q２９. F-REI 関係者の対応に係る経費（謝礼金、旅費など）は、事業費に計上する

こととなるのか。 
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○ 原則として以下のとおりとしています。 

・謝礼金→不要（F-REI の業務として対応するものであるため） 

・旅費→事業費に計上する必要あり 

 

Q３０. 委託事業の中で、物品を購入することは可能か。 

○ 事業の趣旨に基づき、F-REI と地域との連携促進に資する取組において必要な

物品の購入については可能です。 

 

Q３１. 公募開始後から委託契約締結日以前までに支払いが済んだ経費は対象経費と

なるか。 

○ 対象となりません。支払準備行為（見積書徴取）までは行っていただくことは可

能です。 

 

Q３２. 本事業で制作した成果物の権利は、全て福島県に帰属するのか（成果物の中

には、別イベントで活用を予定しているものもある）。 

○ 成果物の権利が県と受託者のいずれかに帰属するかは、契約締結時に双方協議の

上で契約書で規定します。 

○ なお、設問のような場合は、事業終了後も受託者側において成果物を活用いただ

けるよう必要な手続きを行うこととします。 

 

Q３３. 提出書類への押印は必要か。 

○ 契約締結に係る契約書への記名押印以外は、基本的に押印省略が可能です。 

 

Q３４. 「代表者氏名」とは、法人であれば法人代表者か。それとも、事業の実施責

任者か。 

○ 契約締結に当たっての代表者となる方です。 

 

 


